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は じ め に 

 

平成２１年度の我が国経済は、失業率が高水準で推移するなど厳しい状況にあり、今

後持ち直していくと見込まれているものの、雇用情勢の一層の悪化、デフレ圧力の高ま

りによる需要低迷等、先行きのリスクについても十分留意する必要があります。 

政府は、景気の持ち直しの動きを確かなものとするため、「明日の安心と成長のため

の緊急経済対策」（平成２１年１２月８日閣議決定）を着実に実行するとともに、「新

成長戦略（基本方針）～輝きのある日本へ～」（平成２１年１２月３０日閣議決定）の

推進を通じて、成長のフロンティアを拡大し、新たな需要と雇用を創造していくことと

しています。 

 一方、地方財政は過去最大規模の財源不足の状況にあります。社会保障関係経費の自

然増が見込まれることに加えて、地方債残高は平成２２年度末に２００兆円と見込まれ、

今後、その償還負担が高水準で続く見込みであり、将来の財政運営を圧迫することが強

く懸念されます。 

 こうした中、住民生活の安心と安全を守るとともに地方経済を支え、地域の活力を回

復させていくことが必要となっています。 

 さて、平成２０年度の県内１７市町における普通会計決算をみますと、景気後退によ

る地方税・税交付金の減少、職員数の削減による人件費の減少、大規模事業の完了、普

通建設事業費の抑制等から、歳入歳出ともに前年度を下回りました。 

全体的な傾向として、経常収支比率の県内平均は全国平均を下回っているものの前年

度から０．６ポイント上昇しているほか、実質公債費比率の県内平均は、全国平均を上

回り、２団体が起債の発行に許可が必要となる１８％以上となるなど、財政の硬直化が

進んでいます。 

 また、平成１９年６月に制定された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に

より、平成１９年度決算から健全化判断比率等の公表が義務付けられたところですが、

平成２０年度決算からは、同法の全面施行により、健全化判断比率等の公表に加え、基

準を越えた団体の財政健全化計画・財政再生計画の策定が義務づけられています。平成

２０年度決算においては、本県の市町で早期健全化基準以上となった団体はありません

が、健全化判断比率等を基に、公営企業や地方公社・第３セクター等を含めた団体全体

としての財政状況を的確に分析した上で、さらなる財政の健全化に取り組む必要があり

ます。 

 今後とも合併市町におきましては、合併のメリットを最大限に活かした効率的な行財

政運営が求められるとともに、合併を選択しなかった市町におきましても、なお一層の

行財政改革への努力が必要となります。 

 本書は、平成２０年度の県内１７市町の普通会計、公営企業会計およびその他の事業

会計の決算、税収、公共施設の状況等をまとめたものであり、地方行財政運営に携わる

皆様に広く御活用いただき、今後の行財政運営に役立てていただくことを祈念します。 

 

 平成２２年３月 

福井県総務部市町村課長 

柿 木 孝 勇 
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市 町 財 政 要 覧 用 語 説 明 

 

１.【普 通 会 計】 市町における公営事業会計以外の会計を総合して一つの会計とし

てまとめたもの。 

 

２.【公営事業会計】 市町の経営する公営企業、収益事業、国民健康保険事業、老人保

健医療事業、介護保険事業、農業共済事業、交通災害共済事業、公

益質屋事業および公立大学付属病院事業に係る会計の総称 

 

３.【形 式 収 支】 歳入決算額－歳出決算額 

 

４.【実 質 収 支】 形式収支－翌年度に繰り越すべき財源 

当該年度に属すべき収入と支出との実質的な差額をみるもので、

形式収支から、翌年度に繰り越すべき継続費逓次繰越、繰越明許費

繰越等の財源を控除した額。過去からの収支の赤字・黒字要素が含

まれる。 

 

５.【単 年 度 収 支】 当該年度の実質収支－前年度の実質収支 

実質収支は前年度以前からの収支の累積であるので、その影響を

控除した単年度の収支 

 

６.【実質単年度収支】 単年度収支 ＋ 財政調整基金積立額 ＋ 地方債繰上償還額 

－ 財政調整基金取崩額 

単年度収支に実質的な黒字要素（財政調整基金積立額および地方

債繰上償還額）を加え、赤字要素（財政調整基金取崩額）を差し引

いた額 

 

７.【一 般 財 源】 使途が特定されず、どのような経費にも使用することができる財

源。具体的には、普通税、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付

金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税

交付金、特別地方消費税交付金、自動車取得税交付金、軽油引取税

交付金、地方特例交付金および地方交付税 

 

８.【一 般 財 源 等】 一般財源に、一般財源と同様に使用される財源を加算したもの 

 

９.【自 主 財 源】 市町が自主的に収入しうる財源。具体的には地方税、分担金、 

負担金、使用料、手数料、財産収入、寄付金、繰入金、繰越金およ

び諸収入 

 

10.【標準財政規模】 標準税収入額等＋普通交付税の額＋臨時財政対策債発行可能額 

市町の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源

の規模を示すもの 



 

11.【標準税収入額等】 地税法に定める法定普通税を、標準税率をもって、地方交付税法

に定める方法により算定した収入見込額と各種交付金の収入見込

額の合計 

  〔平成１７年度および平成１８年度〕 

  所得譲与税収入額            所得譲与税収入額 

特別とん譲与税収入額          特別とん譲与税収入額 

地方道路譲与税収入額          地方道路譲与税収入額 

  石油ガス譲与税収入額          石油ガス譲与税収入額 

自動車重量譲与税収入額         自動車重量譲与税収入額 

航空機燃料譲与税収入額         航空機燃料譲与税収入額 

交通安全対策特別交付金         交通安全対策特別交付金 

収入額                 収入額 

  〔平成１９年度以降〕 

  市町民税所得割における 

  税源移譲相当額×２５％         特別とん譲与税収入額 

  特別とん譲与税収入額          地方道路譲与税収入額 

地方道路譲与税収入額          石油ガス譲与税収入額 

  石油ガス譲与税収入額          自動車重量譲与税収入額 

自動車重量譲与税収入額         航空機燃料譲与税収入額 

航空機燃料譲与税収入額         交通安全対策特別交付金 

交通安全対策特別交付金                 収入額 

収入額         児童手当特例交付金 

児童手当特例交付金収入額                 収入額 

 

12.【実質収支比率】 実質収支額 

            標準財政規模 

 

13.【一般財源比率】 一般財源額 

歳 入 総 額 

 

14.【自主財源比率】 自主財源額 

歳 入 総 額 

 

15.【財 政 力 指 数】 錯誤前の基準財政収入額 

錯誤前の基準財政需要額 

 

16.【基準財政収入額】 普通交付税の算定に用いるもので、各地方公共団体の財政力を合

理的に測定するために、標準的な状態において徴収が見込まれる税

収入を一定の方法によって算定した額 

住民税、自動車取得税交付金等の収入見込みの75/100、地方譲

与税、交通安全対策特別交付金などで算定される。 

× １００ 

× １００ 

× １００ 

の値の当該年度を含む過去３か年平均

基準財政収入額 － 
１００ 

× ――― ＋
７５ 

基準財政収入額 － 
１００ 

× ――― ＋
７５ 



17.【基準財政需要額】 普通交付税の算定に用いるもので、各地方公共団体が標準的な行

政を行った場合の財政需要を算出した額 

 

18.【経常収支比率】       経常経費充当一般財源等       

経常一般財源等収入額＋減税補てん債＋臨時財政対策債 
※ 平成 12 年度決算までは、分母の経常一般財源等収入額に減税補てん債､臨時財

政対策債を加えないものを経常収支比率としていた。 

 

19.【経常経費充当   年々経常的に支出される経費に充当された経常一般財源等 

一般財源等】 

 

20.【経常一般財源等  地方財政法第４条の３に規定する一般財源の他に、使用料、手数 

       収入額】料、財産収入等のうち、経常的に収入され、自由に使用される財源 

を加えた合計額 

 

21.【義務的経費比率】 人件費＋扶助費＋公債費 

歳 出 総 額 

 

22.【投資的経費比率】 普通建設事業費＋災害復旧事業費＋失業対策事業費 

歳 出 総 額 

 

23.【公 債 費 比 率】 Ａ－（Ｃ＋Ｄ） 

Ｇ－Ｄ 

Ａ ： 当該年度の普通会計債元利償還金（繰上償還分および転貸債分を除く） 

Ｃ ： 普通会計債元利償還金に充てられた特定財源 

Ｄ ： 普通交付税の算定において、災害復旧費、辺地対策事業債償還費、地域改善

対策特定事業債等償還費、過疎対策事業債償還費、公害防止事業債（普通会計

に属するものに限る。）償還費、石油コンビナート等特別防災区域に係る緑地

等の設置のための地方債償還費、地方税減収補てん債償還費、地震対策緊急整

備事業債償還費、地域財政特例対策債償還費、臨時財政特例債償還費（普通会

計に属するものに限る。）、災害復興等のための地方債利子支払費、財源対策

債償還費、減税補てん債償還費、臨時税収補てん債償還費、合併特例債償還費、

補正予算債償還費、公共事業等臨時特例債償還費、臨時財政対策債償還費およ

び原子力発電施設等立地地域振興債償還費として基準財政需要額に算入された

公債費（一部事務組合の地方債（その元利償還金に係る当該一部事務組合を組

織する地方公共団体の負担金として平成14年度以降に債務負担行為が設定され、

当該債務負担行為に係る支出がＡ'の②に算入されたものを除く。）に係るもの

を除く。） 

Ｇ ： 当該年度の標準財政規模 

 

× １００ 

× １００ 

× １００

× １００ 



24.【起債制限比率】  Ａ'－（Ｃ＋Ｄ＋Ｅ） 

             Ｇ－（Ｄ＋Ｅ） 

Ａ' ： 次の①②の合算額 

① 当該年度の普通会計債元利償還金（繰上償還分および公営企業債分を除く） 

② 公債費に準ずる債務負担行為に係る支出（施設整備費、用地取得費に相当

するものに限る。） 

Ｅ ： 普通交付税の算定において事業費補正により基準財政需要額に算入された公

債費（普通会計に属する地方債に係るものに限り、一部事務組合の地方債（そ

の元利償還金に係る当該一部事務組合を組織する地方公共団体の負担金として

平成１４年度以降に債務負担行為が設定され、当該債務負担行為に係る支出が

Ａ'②に算入されたものを除く。）に係るものを除く。） 

 

25.【公債費負担比率】       公債費充当一般財源等       

歳出総額充当一般財源等＋歳計剰余金充当一般財源等 

 

26.【地方公共団体の財政の健全化に関する法律（健全化法）】 

（１）概要 

 従来の「地方財政再建促進特別措置法」（再建法）では、市町の場合、実質赤字比率

が２０％を超えると財政再建団体になるという制度であったが、問題点として、 

 ①早期是正・再生という観点からの分かりやすい情報の開示や、正確性を担保する手

段が不十分であること。 

 ②再建団体の基準しかなく、早期是正の機能がないこと 

 ③指標が普通会計の収支（フロー）のみであり、負債等（ストック）の財政状況に課

題があっても補足されないこと 

 ④公営企業についての早期是正機能がないこと 

などが指摘されていた。 

 これを受け、平成１９年６月２２日に公布された健全化法では、 

 ①フロー・ストックの財政指標を整備し、財政状況が健全な段階から、これを毎年度

監査委員の審査に付した上で議会に報告し、住民に公表することを義務化して、情報

開示の徹底の仕組みを設けること 

 ②財政指標が一定程度悪化した場合には、自主的な改善努力が義務付けられる「財政

の早期健全化」の段階に移行すること 

 ③さらに財政状況が悪化した場合には、国等の関与による確実な再生を図る「財政の

再生」の段階へ移行すること 

 ④公営企業についても、従来の地方公営企業法の再建制度に替えて、公営企業の経営

の健全化のスキームを設け、財政の早期健全化に準じた取り組みを行うこと 

という再生制度が設けられた。 

（２）健全化判断比率・資金不足比率 

  健全化法の一部施行により各地方公共団体は、毎年度４つの健全化判断比率（①実質

赤字比率、②連結実質赤字比率、③実質公債費比率、④将来負担比率）を監査委員の審

査に付した上で議会に報告し、公表することになった。 

  また、公営企業を経営する地方公共団体は、毎年度、公営企業ごとに資金不足比率を

監査委員の審査に付した上で、議会に報告し、公表することになった。 

 

× １００ 

× １００



（３）財政の早期健全化 

  健全化判断比率のうちいずれかが早期健全化基準以上の場合には、実質赤字比率は実

質赤字を解消すること、他の３つの指標は早期健全化基準未満とすることを目標として

財政健全化計画を定め、公表すると伴に、総務大臣・都道府県知事に報告しなければな

らない。 

 

（４）財政の再生 

  健全化判断比率のうち将来負担比率を除いた３つの比率のいずれかが財政再生基準

以上の場合には、実質赤字比率は実質赤字を解消すること、他の３つの指標は早期健全

化基準未満とすること等を目標として財政再生計画を定め、公表すると伴に、総務大臣

に報告しなければならない。 

  財政再生計画は、総務大臣に協議し、その同意を求めることができ、財政再生計画に

総務大臣の同意を得ている場合でなければ、原則として地方債の発行が出来ないが、財

政再生計画に同意を得た場合には、地方財政法第５条の規定にかかわらず総務大臣の許

可を受け、再生振替特例債を起こすことが出来る。 

 

（５）公営企業の経営健全化 

  資金不足比率が経営健全化基準以上となった場合には、資金不足比率を経営健全化基

準未満とすることを目標として経営健全化計画を定めなければならない。 

 

27.【実質赤字比率】 一般会計等の赤字の深刻度を表す指標。 

一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率

をいう。 

 

           一般会計等の実質赤字額 

 実質赤字比率 ＝ ―――――――――――――― 

              標準財政規模 

 

  ○一般会計等：一般会計および特別会計のうち、法適用公営企業に係る特別会計、法

非適用公営企業に係る特別会計および公営企業会計以外の公営事業に

係る特別会計を除いた会計 

  ○一般会計等の実質赤字額：一般会計等における実質赤字額 

  ○実質赤字額：繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額） 

 

28.【連結実質赤字比率】 地方公共団体全体としての赤字の深刻度を表す指標。 

全会計を対象とした実質赤字（または資金不足額）の標準財

政規模に対する比率をいう。 

             連結実質赤字額 

 連結実質赤字比率 ＝ ―――――――――  

              標準財政規模 



 

  ○連結実質赤字額：イとロの合計額が、ハと二の合計額を超える場合の当該超える額 

  イ：一般会計および公営企業以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質

赤字の合計額 

  ロ：公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計

額 

  ハ：一般会計および公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質

黒字の合計額 

  二：公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計

額 

 

29.【実質公債費比率】 実質的な公債費（地方債の元利償還金）が財政に及ぼす負担を

表す指標。 

 地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年

度経常的に収入される財源のうち、公債費や公営企業債に対する

繰出金などの公債費に準ずるものを含めた実質的な公債費相当額

（普通交付税が措置されるものを除く）に充当されたものの占め

る割合の前３年度の平均値。地方債協議制度の下で、１８％以上

の団体は、地方債の発行に際し許可が必要となる。さらに、２５％

以上の団体は地域活性化事業等の単独事業に係る地方債が制限さ

れ、３５％以上の団体は、これらに加えて一部の一般公共事業債

についても制限されることとなる。 

 

           （Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ） 
実質公債費比率 ＝ ――――――――――― 

               Ｅ－Ｄ 

 

Ａ： 地方債の元利償還金（公営企業分、繰上償還等を除く） 

Ｂ： 地方債の元利償還金に準ずるもの（「準元利償還金」） 

Ｃ： 元利償還金または準元利償還金に充てられる特定財源 

Ｄ： 地方債に係る元利償還金に要する経費として普通交付税の額の算定に用い

る基準財政需要額に算入された額（「算入公債費の額」）および準元利償還金に

要する経費として普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入され

た額（「算入準公債費の額」） 

Ｅ： 標準財政規模（「標準的な規模の収入の額」） 

 

 



 ※ 実質公債費比率の算定において除かれる元利償還金（上記Ａ関連） 

① 繰上償還を行ったもの 

② 借換債を財源として償還を行ったもの 

③ 満期一括償還方式の地方債の元金償還金 

④ 利子支払金のうち減債基金の運用利子等を財源とするもの 

 

 ※ 「準元利償還金」（上記Ｂ関連） 

① 満期一括償還方式の地方債の１年当たり元金償還金相当額 

② 公営企業債の元利償還金に対する一般会計からの繰出金 

③ 一部事務組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金・補助金 

④ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの（ＰＦＩ事業に係る委託

料、国営事業負担金、利子補給など） 

⑤ 一時借入金の利子 

 

 ※ 元利償還金または準元利償還金に充てられる特定財源（上記Ｃ関連） 

   都市計画税は受益者負担金的性格が強く普遍的なものとして普通交付税算定上

単位費用から特定財源として控除されていることから、実質公債費比率の算定上も

特定財源として新規に控除することになった。 

 

 ※ 起債制限比率との相違点 

① 実質的な公債費を算定対象に追加 

・ 公営企業債の元利償還金への一般会計からの繰出しを算入 

・ ＰＦＩや地方公共団体の組合の公債費への負担金等の公債費類似経費を原則

算入 

② 満期一括償還方式の地方債に係るルールの統一 

・ 減債基金積立額を統一ルールで実質公債費比率に算入 

・ 減債基金積立不足額がある場合は、実質公債費比率に反映 

 

30.【将来負担比率】 将来負担する可能性のある負債等の残高の程度を表す指標。 

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基

本とした額に対する比率をいう。 

 

          Ａ－（Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） 

 将来負担比率 ＝ ―――――――――― 

             Ｅ－Ｆ 

 

Ａ：将来負担額（イからチまでの合計） 

    イ：一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 

    ロ：債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費に係るもの） 

    ハ：一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの負担等

見込額 



    ニ：当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担

等見込額 

    ホ：退職手当支給予定額のうち、一般会計等の負担見込額 

    ヘ：地方公共団体が設立した一定の法人の負債額、その他の者のために債務を負

担している場合の当該債務の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案

した一般会計等の負担見込額 

    ト：連結実質赤字額 

    チ：組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 

   Ｂ：充当可能基金額 

     イからヘまでの償還額等に充てることができる地方自治法第２４１条の基金 

   Ｃ：特定財源見込額 

   Ｄ：地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 

   Ｅ：標準財政規模 

   Ｆ：元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

 

31.【資金不足比率】 公営企業の資金不足を料金収入の規模と比較して経営状況の深

刻度を表す指標。 

公営企業ごとの資金の不足額の事業規模に対する比率をいう。 

 

           資金の不足額 

 資金不足比率 ＝ ――――――――― 

            事業の規模 

 

  ○資金の不足額： 

   ・法適用企業：（流動負債＋赤字地方債現在高－流動資産）－解消可能資金不足額 

   ・法非適用企業：（繰上充用額＋支払繰延・事業繰越額＋赤字地方債現在高）－解

消可能資金不足額 

  ○解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額

が生じる等の事情がある場合において、資金の不足額から控

除する一定の額 

  ○事業の規模： 

   ・法適用企業：営業収益－受託工事収益の額 

   ・法非適用企業：営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額 
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